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（１）はじめに

現在、地方公共団体が採用する会計は予算の適正・確実な執行を図るために現

金の収支に着目した現金主義を基本としています。しかし、現金以外の資産や負

債の状況がつかみにくいことや正確な行政コストの把握ができない等の問題点

が指摘されていました。そこで、企業会計が採用する発生主義に基づいた考え方

を加えることで、現金主義ではつかみにくかった情報が見える化できるようにな

りました。また、国が統一的な基準を設けることにより自治体間の財務書類の比

較が容易となり、財政状況の特徴や課題が理解しやすくなりました。

（２）財務書類の作成範囲

財務書類の作成の範囲は以下のとおりとなります。

統一的な基準による財務書類が作成されることになってから、すべての自治体

において、一般会計等・全体・連結財務書類の３種類が作成及び公表されること

となっています。

※１…一般会計と特別会計の一部を統合したもの

※２…※１に他の特別会計を統合したもの

※３…※２に一部事務組合等の他団体を統合したもの

連結財務書類

※３

全体財務書類

※２

一般会計等財

務書類※１

一般会計

自動車学校事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計（保険

事業勘定）

介護保険事業特別会計（介護

サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業特別会計

水道事業特別会計

下水道事業特別会計

国民健康保険病院事業会計

南宗谷消防組合

南宗谷衛生施設組合

北海道市町村備荒資金組合
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（３）財務書類の種類

①貸借対照表（ＢＳ）

基準日時点における財政状態（試算・負債・純資産の残高及び内訳）を表示し

たもの。

②行政コスト計算書（ＰＬ）

一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの。

③純資産変動計算書（ＮＷ）

一会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動を表示したもの。

④資金収支計算書（ＣＦ）

一会計期間中の現金の受払いを３つの区分で表示したもの。

【財務書類４表構成の相互関係】

行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

臨時利益 固定資産等の変動 前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

＋本年度末歳計外現金残高

貸借対照表

うち
現金
預金
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（４）令和５年度財務書類４表

以下、財務書類４表の簡易版を掲載します。詳細版は中頓別町ＨＰ財政ページ

（https://www.town.nakatombetsu.hokkaido.jp/bunya/20620）に掲載しており

ます。また、各表においては数値を四捨五入しているため合計が一致しない場合

があります。

①貸借対照表

一般会計等において資産は１６，５２７，９５８千円であり、うち純資産は９，

８１１，４５４千円（５９．４％）、負債は６，７１６，５０３千円（４０．６％）

となっています。

全体において資産は１９，４０１，９９５千円であり、うち純資産は１１，６

７５，７９３千円（６０．２％）、負債は７，７２６，２０２千円（３９．８％）

となっています。

連結において資産は２０，１２８，１７１千円であり、うち純資産は１２，３

９４，２０６千円（６１．６％）、負債は７，７３３，９６５千円（３８．４％）

となっています。

資産に対する純資産の割合はこれまでの世代が負担してきた割合を意味して

おり、一般会計等で５９．４％、全体で６０．２％、連結で６１．６％となって

います。

資産に対する負債の割合は将来負担しなければならない割合を意味しており、

一般会計等で４０．６％、全体で３９．８％、連結で３８．４％となっています。

（単位：千円）

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

10,974,792 13,264,501 13,987,923 6,246,477 6,977,880 6,979,059

10,999,468 13,257,500 13,865,167 地方債等 5,543,936 6,275,339 6,275,339

事業用資産 1,432,786 1,432,786 1,995,585 退職手当引当金 717,141 717,141 718,251

インフラ資産 9,321,845 11,491,307 11,504,235 その他 ▲ 14,600 ▲ 14,600 ▲ 14,531

物品 244,837 333,408 363,346 470,026 748,322 754,907

45,374 76,141 76,141
１年以内償還予
定地方債

448,142 527,406 527,406

▲ 70,050 ▲ 69,141 46,615 賞与等引当金 21,884 48,054 54,535

5,553,165 6,137,494 6,140,248 その他 172,861 172,930

1,609,390 1,842,238 1,844,991 6,716,503 7,726,202 7,733,965

1,455,026 1,455,026 1,455,026

2,488,749 2,840,231 2,840,231

16,527,958 19,401,995 20,128,171 16,527,958 19,401,995 20,128,171

固定資産 固定負債

有形固定資産

流動負債

無形固定資産

投資その他の資
産

流動資産

現金預金 負債合計

基金

その他

資産合計 負債・純資産合計

【資産の部】 【負債の部】

【純資産の部】 9,811,454 11,675,793 12,394,206
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②行政コスト計算書

経常費用及び臨時損失と経常収益及び臨時利益の差が純行政コストとなりま

す。

純行政コストとは資産形成に結びつかない行政サービスに係る費用のことで、

行政サービスの対価である使用料や手数料だけで賄えない分を町税等で賄って

います。

純行政コストは一般会計等で４，３１４，２２５千円、全体で４，３０４，２

６２千円、連結で４，３３２，８０５千円となっています。

（単位：千円）

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

2,276,577 2,993,672 3,215,260 使用料及び手数料 95,513 168,620 171,075

746,540 1,175,303 1,287,297 その他 177,119 215,984 220,736

職員給与費 684,068 1,086,661 1,188,049 経常収益合計 272,632 384,604 391,812

賞与引当繰入
金

26,170 32,651 【臨時利益】 178 214 214

退職手当引当
繰入金

その他 62,472 62,472 66,596

1,499,136 1,776,718 1,885,545

物件費 718,867 860,270 929,605

維持補修費 185,164 206,171 211,468

減価償却費 565,618 677,457 711,612

その他 29,487 32,822 32,861

30,900 41,650 42,418

支払利息 19,692 30,046 30,046

徴収不能引当
金繰入額

その他 11,208 11,605 12,373

2,310,458 1,695,154 1,509,315

1,770,076 1,450,527 1,264,276

236,377 236,377 236,377

300,532 2,072 2,071

3,473 6,178 6,591

4,587,035 4,688,825 4,724,575

255 255

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費
用

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出
金

その他

経常費用合計

【臨時損失】

【経常費用】 【経常収益】

【純行政コスト】 4,314,225 4,304,262 4,332,805
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③純資産変動計算書

純資産は前年度末に比べ、一般会計等で６０９，６１６千円の減額、全体で３

１０，３７４千円の減額、連結で３３４，６３９千円の減額となっています。一

般会計等においては前年度と比較すると、補助金等の経常費用が増加しているこ

とに対して、諸収入等の経常収益が減少していることや、人口減少に伴い税収等

の増加が見込めないため、純資産が減額となっています。

（単位：千円）

一般会計等 全体 連結

10,421,070 11,986,167 12,728,845

△ 4,314,225 △ 4,304,262 △ 4,332,805

3,703,237 4,003,112 4,007,388

税収等 2,789,798 3,015,209 3,209,760

国県等補助金 913,439 987,902 797,629

△ 610,988 △ 301,150 △ 334,639

1,372 △ 9,223 △ 9,223

△ 609,616 △ 310,374 △ 334,639

9,811,454 11,675,793 12,394,206

【前年度末純資産残高】

純行政コスト（△）

財源

本年度収支差額

資産評価差額等

【本年度末純資産変動額】

【本年度末純資産残高】
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④資産収支計算書

業務活動収支は一般会計等で３１１，８２８千円の赤字、全体で５，０４５千

円の赤字、連結で４，１９９千円の黒字となっています。

投資活動収支は一般会計等で２７５，１９４千円の黒字、全体で３６，６９３

千円の黒字、連結で２７，４１９千円の黒字となっています。

財務活動収支は一般会計等で２０２，２０９千円の黒字、全体で２４４，７０

７千円の黒字、連結で２７６，３５５千円の黒字となっています。

一般会計等では業務活動収支が赤字となっておりますが、投資活動収支及び財

務活動収支が黒字となっており、資金収支としては１６５，５７５千円の増額と

なっています。

（単位：千円）

一般会計等 全体 全体

業務活動収支 △ 311,828 △ 5,045 4,199

業務支出（人件費、物件費、補
助金等）

4,020,970 4,053,790 4,054,642

業務収入（税収入、国県等補助
金、使用料・手数料等）

3,709,141 4,048,963 4,059,061

臨時支出（災害復旧事業費等） 255 255

臨時収入 36 36

投資活動収支 275,194 36,693 27,419

投資活動支出（公共施設等整備
費、基金積立金等）

436,963 774,288 741,117

投資活動収入（国県等補助金、
基金取崩等）

712,157 810,981 833,357

財務活動収支 202,209 244,707 244,707

財務活動支出（地方債償還等） 514,172 606,474 606,474

財務活動収入（地方債発行等） 716,381 851,181 851,181

本年度資金収支額 165,575 276,355 276,355

前年度末資金残高 1,443,815 1,565,883 1,568,666

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高 1,609,390 1,842,238 1,844,991

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高 1,609,390 1,842,238 1,844,991
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全体では業務活動収支が赤字となっておりますが、投資活動収支及び財務活動

収支が黒字となっており、資金収支としては２７６，３５５千円の増額となって

います。

連結では業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支のすべてが黒字となっ

ており、資金収支としては２７６，３５５千円の増額となっています。

（５）住民一人当たりの財務書類

ここでは貸借対照表及び行政コスト計算書を用いて、住民一人当たりに置き換

えた場合どうなるかを示していきます。

○令和６年３月３１日現在人口１，４９２人（住民基本台帳より）

①貸借対照表

一般会計等において資産は１１，０７８千円であり、うち純資産は６，５７６

千円（５９．４％）、負債は４，５０２千円（４０．６％）となっています。

全体において資産は１３，００４千円であり、うち純資産は７，８２６千円（６

０．２％）、負債は５，１７８千円（３９．８％）となっています。

連結においては、資産は１３，４９１千円であり、うち純資産は８，３０７千

円（６１．６％）、負債は５，１８４千円（３８．４％）となっています。

（単位：千円）

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

7,356 8,890 9,375 4,187 4,677 4,678

7,372 8,886 9,293 地方債等 3,716 4,206 4,206

事業用資産 960 960 1,338 退職手当引当金 481 481 481

インフラ資産 6,248 7,702 7,711 その他 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 10

物品 164 223 244 315 502 506

30 51 51
１年以内償還予
定地方債

300 353 353

▲ 47 ▲ 46 31 賞与等引当金 15 32 37

3,722 4,114 4,115 その他 0 116 116

1,079 1,235 1,237 4,502 5,178 5,184

975 975 975

1,668 1,904 1,904

11,078 13,004 13,491 11,078 13,004 13,491

固定資産 固定負債

有形固定資産

流動負債

無形固定資産

投資その他の資
産

流動資産

現金預金 負債合計

基金

その他

資産合計 負債・純資産合計

【資産の部】 【負債の部】

【純資産の部】 6,576 7,826 8,307
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②行政コスト計算書

純行政コストは一般会計等で２，８９２千円、全体で２，８８５千円、連結で

２，９０４千円となっています。

（単位：千円）

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

1,526 2,006 2,155 使用料及び手数料 64 113 115

500 788 863 その他 119 145 148

職員給与費 458 728 796 経常収益合計 183 258 263

賞与引当繰入
金

0 18 22 【臨時利益】 0 0 0

退職手当引当
繰入金

0 0 0

その他 42 42 45

1,005 1,191 1,264

物件費 482 577 623

維持補修費 124 138 142

減価償却費 379 454 477

その他 20 22 22

21 28 28

支払利息 13 20 20

徴収不能引当
金繰入額

0 0 0

その他 8 8 8

1,549 1,136 1,012

1,186 972 847

158 158 158

201 1 1

2 4 4

3,074 3,143 3,167

0 0 0

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費
用

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出
金

その他

経常費用合計

【臨時損失】

【経常費用】 【経常収益】

【純行政コスト】 2,892 2,885 2,904


